
藤沢市監査委員公表第３号  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項及び第７項の規定によ

り２０２６年（令和８年）１月７日に執行した監査の結果に基づく措置状況につい

て、藤沢市長から同条第１４項前段の規定による通知があったので、同項後段の規

定により当該通知に係る事項を別紙のとおり公表する。 

 

２０２６年（令和８年）９月１７日 

 

                 藤沢市監査委員  中 川   隆 

同        岸 本 寛 之 

同        石 井 世 悟 

同        友 田 宗 也 



別記様式（第17条関係）

No 指　摘　事　項 措　置　の　状　況
改 善 又 は
検討の目標
年 月 日

1 委託料の執行

（観光課）

① 施設の利用料金について
指定管理者に承認を行って
いないものがある。

（藤沢市江の島サムエル・
コッキング苑管理運営業
務）

　藤沢市江の島サムエル・
コッキング苑に係る利用料
金の金額は、藤沢市江の島
サムエル・コッキング苑条
例別表第１に定める金額を
上限として、あらかじめ市
長の承認を得て、指定管理
者が定める額となってい
る。しかしながら、利用料
金について、指定管理者か
ら事前に承認申請がなく、
承認手続きを行っていな
い。

② 市の所有ではない施設を
指定管理の対象としている
ものがある。

（藤沢市江の島サムエル・
コッキング苑管理運営業
務）

　藤沢市江の島サムエル・
コッキング苑指定管理者募
集要項の「１　施設の概
要」に記載されているふわ
ふわドームについては、江
ノ島電鉄株式会社の所有施
設であるにも関わらず指定
管理の対象施設となってお
り、不適切である。

市長等の措置に係る通知書

　　（経済部） ２０２６年１月７日監査執行

 これまで、指定管理者である江ノ島
電鉄株式会社と取り交わしている事業
計画書及び年度協定書に、条例で定め
る利用料金を含む入苑料を明記するこ
とで、利用料金の承認手続きが完了す
るものと認識していました。
　今後については、より明確にするた
め、指定管理者から利用料金（個人一
般：３５０円、個人小学生：１７５
円、団体一般：３１５円、団体小学生
１５７円）の承認申請を受け、承認手
続きを行うこととし、令和８年度の承
認を行いました。

２０２６年
４月１日

　令和８年度の年度協定書において、
ふわふわドームを除いて指定管理の対
象施設を明記しました。
　また、次回の指定管理者更新の際
（審査選定は令和９年度）、指定管理
者募集要項（仕様書等）において、指
定管理施設に江ノ島電鉄株式会社所有
のふわふわドームが含まれないよう、
整理を図ります。

２０２６年
４月１日

別紙１



別記様式（第17条関係）

No 指　摘　事　項 措　置　の　状　況
改 善 又 は
検討の目標
年 月 日

1 藤沢市江の島サムエル・
コッキング苑に係る指定管
理者の業務について

（江ノ島電鉄株式会社）

① 施設の利用料金につい
て、市の承認を得ていない
ものがある。

　藤沢市江の島サムエル・
コッキング苑に午後５時前
に入場した者のうち午後５
時以降に退場しようとする
者又は午後５時以降に入場
しようとする者は、指定管
理者に利用料金を納付し、
その金額は、藤沢市江の島
サムエル・コッキング苑条
例別表第１に定める金額を
上限として、あらかじめ市
長の承認を得て、指定管理
者が定める額となってい
る。しかしながら、利用料
金について、市への承認申
請を行っておらず、市の承
認を得ていない。

②　一部の再委託契約書の
請負契約期間が２０２１年
４月１日～２０２２年３月
３１日となっており、契約
更新されていない。

　再委託について藤沢市の
承諾は得ているものの、江
ノ島電鉄株式会社と再委託
先法人の施設調査業務契約
について自動更新とする旨
の条項もなく、２０２２年
３月３１日以降、契約期間
が更新されていない。

市長等の措置に係る通知書

　　（経済部） ２０２６年１月７日監査執行

　契約更新されていない再委託契約に
ついて、２０２２年４月１日以降契約
が継続しているものとなるよう、再委
託先法人と同意書及び再委託契約を締
結しました。

２０２６年
５月２１日

 これまで、藤沢市と取り交わしてい
る事業計画書及び年度協定書に、条例
で定める利用料金を含む入苑料を明記
することで、利用料金の承認手続きが
完了するものと認識していました。
　今後については、より明確にするた
め、藤沢市に対して利用料金（個人一
般：３５０円、個人小学生：１７５
円、団体一般：３１５円、団体小学生
１５７円）の承認申請を行うことと
し、令和８年度の申請を行い、承認を
受けました。

２０２６年
４月１日

別紙２


